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寒冷地手当制度の沿革と2004年見直しまでの経緯
【寒冷地手当法制定の経緯】
（「公務員給与法精義」（学陽書房）より引用）
１．寒冷地手当法制定以前
寒冷地手当の前身は1946年に北海道在勤職員に対して支給された「石炭手当」（世帯主450円、その他150円）とされている。翌1947年に「国家公務員法」が制定され、「職員の給与は、別に定める法律に基づいてなされ、これに基づかずには、いかなる金銭又は有価物も支給することはできない」と規定されたことから、同年「北海道に在勤する政府職員に対する越冬燃料購入費補給のための一時手当の支給に関する法律」（当初支給額世帯主3,000円、その他1,000円）が制定された。
またこのほかにも、臨時勤務地手当として俸給と扶養手当の6割ないしは3割の額が支給されていた。
２．寒冷地手当法の制定
1949年に「国家公務員の寒冷地手当及び石炭手当の支給に関する法律」（昭和24（1949）年6月8日法律第200号）が議員立法により制定された。
法律では俸給と扶養手当の合計月額の百分の20×4月分以内の額を支給することとし、このほかに北海道在勤職員には石炭手当として、世帯主である職員には3ｔ、その他職員には1ｔ分を小売価格に換算した額を支給することとし、具体的な支給額、支給期間、支給方法等は内閣総理大臣が人事院の勧告に基づいて定めるとされ、勧告に基づき「昭和24（1949）年度における国家公務員に対する寒冷地手当及び石炭手当支給規定」（昭和24（1949）年総理府令第28号、支給日12月1日）が、翌1950年には「国家公務員に対する寒冷地手当及び石炭手当支給規定」（昭和25（1950）年総理府令第31号、支給日8月末、10月末）が制定された。1950年度までは級地区分を4区分とし、一部を除き県単位で指定されていたが、1951年の規定の改正において、級地区分を5区分、支給日を8月1日とし、原則として寒冷度および積雪量を中心とした基準による市町村単位の格付けとされた。
※支給額
　　　寒冷地手当（世帯主の例）
　　　１９４９年
　　　　１級地（本俸＋扶養手当）×２０／１００
　　　　２級地（本俸＋扶養手当）×４０／１００
　　　　３級地（本俸＋扶養手当）×６０／１００
　　　　４級地（本俸＋扶養手当）×８０／１００
　　　１９５０年
　　　　１級地（本俸＋扶養手当）×１５／１００
２級地（本俸＋扶養手当）×３０／１００
３級地（本俸＋扶養手当）×４５／１００
４級地（本俸＋扶養手当）×６０／１００
５給地（本俸＋扶養手当）×８０／１００
石炭手当（北海道のみ）
　　　　　世帯主8,100円、その他2,700円（2,700円/ｔ）
３．薪炭手当の追加
　　　石炭手当の支給される北海道と支給されない地域との格差が気象条件に比して甚だしいとの問題意識から、1956年議員立法により、北海道以外の地域を対象とした薪炭手当を追加し「国家公務員に対する寒冷地手当、石炭手当及び薪炭手当の支給に関する法律」（昭和31（1956）年法律第107号）に改定された。
1960年には石炭手当の支給地域を、甲地（道東、道北）、乙地（道央）、丙地（道南）の3区分とし（支給額、甲地１：乙地2/3：丙地1/3）、また、世帯区分のうち世帯主の区分に扶養親族の有無を加え、その他と合わせ３区分とし、さらに寒冷地手当法の改正については人事院の勧告権を明記することとした改正が行われた（薪炭手当については翌1961年から同様の見直しを行った）。
この間、計算の基礎となる石炭手当の価格の変動に合わせて逐次改定が行われるとともに、ｔ数についても見直しが行われてきた。
４．諸手当の統合
　1964年勧告により寒冷地・石炭・薪炭手当を統合し、「定率額（従来の寒冷地手当から移行）」と「加算額（北海道加算額・内地加算額、それぞれ石炭・薪炭手当から移行）」に加え、「豪雪加給」の新設、基準日（支給日）後の異動に対応するため、「追及・返納」制度の創設等が行われ、「国家公務員の寒冷地手当に関する法律」（昭和39（1964）年法律第133号）に改正された。また、国会でも修正により定率額が５％（各級地とも）引き上げられるとともに、加算額について当地の価格を基準とするｔ基準から定額（基準額）表示方式に変更された。
５．定率額の定額化等
　1968年には定率額の半分程度が定額化され「基準額」とされた。これは、当初は手当のうち定額部分の占める割合が圧倒的に高かったものの、給与改定によるベースアップにより、逆転する形となったため、生計費の寒冷増高補てんとする制度趣旨に回帰するためと説明されている。
　同時に加算額（石炭・薪炭価格の上昇に合わせる）引き上げが行われたが、改正により従来の手当の額を下回ることとなる職員には改正前の額を保障する措置が取られた（期限の定めはない）。
６．加算額基準の見直し
　北海道加算額について、燃料費価格の上昇及び寒冷度の差について合理的理由づけの必要性から、1973年（1972年に遡及改定）には甲地・乙地について増額されたが、この改正以降、暖房用燃料費の消費実態に応じ、石炭価格基準から石炭及び灯油価格の動向、使用割合（実効価格指数）を勘案することとされた。
　また、いわゆる「オイルショック」により、1974年には灯油価格の大幅な上昇するなどしたことから、その後も逐次改制が行われた（追給・返納制度の拡大、最高支給限度額の新設等も行われた）。
　なお、1989年には灯油価格等の大幅な下落（1980年比▲49.2ポイント）から引き下げが検討されたが、大幅な引き下げとなること、今後の価格上昇の可能性も考慮する必要があることなどから、実効価格指数の過去３年時間の平均を用いて初めて引き下げ（▲37％）勧告が行われた（実際には不利益不遡及の関係から1990年から）。
　
７．基準額の引き下げ
1996年には生活水準、様式変化、またこの間の給与改定による俸給の上昇などを理由として、「生活費増嵩」に加え「民間における同種手当の支給状況」、寒冷地手当をめぐる経緯や職員の生活実態を含めて総合的に勘案するとしたものの、基準額の定額化および世帯等の区分の見直し（３→４区分）が行われ結果として約２割の引き下げとなった。また人事院は一括支給の見直しについても検討を進めていたが、基準日・支給日の変更（８月31日支給が10月31日に）とされた（実施は1997年）。
なお引き下げに伴い経過措置を設けたが1968年見直し時とは異なり2000年度までの期限付きとされた。
【1996年見直し後の制度について】
　制度創設以来数次にわたる見直しが行われてきたが、各見直し時期においては、「全国寒対協」を中心とする粘り強い取り組みがあったことは言うまでもない。
　長年支給されてきた寒冷地手当は、寒冷積雪地における、公務員の生計費の一部として定着している。
　しかしながら、ここでは沿革も踏まえた制度趣旨について客観的に記載する。
　
１．寒冷地手当の趣旨
　　寒冷積雪による生活費の増高に対する補てんという性質で儲けられ、「加算額」により主に燃料費を、「基準額」により主に燃料費以外の生活増高を補てんする制度とされていた。
２．加算額について
　　「石炭手当」、「薪炭手当」として創設され小売価格の変動に合わせ、見直しが行われてきた。
　　1973年見直し以降は、生活様式の変化に伴い、基準が石炭から灯油価格にシフトしていったが、具体的指標に基づき（官民比較対象外）生活費増嵩の補てんとして取り扱われてきた。
また支給時期に関しても、灯油価格等の低額な夏季に一括購入という考え方に基づき支給時期が決定されていたが、1996年見直し時に、人事院は、対象期間（４か月）の毎月払い方式に考え方をシフトし、交渉の結果として一括払いは維持したものの時期の変更が行われた。
またこの時点で人事院は加算額を実費弁償的位置づけ、つまり官民比較対象外とする考え方そのもの、いわば手当の性質についても変更しようとする考え方に立っていたことが推察されることにも留意する必要がある。
なお制度創設時はこの加算額（石炭手当）の方が金額的にも多大であり、制度の根幹部分であったともいえるのではないか。
　
３．基準額について
　主に燃料費以外（燃料費価格調整の意味合いでの改定もあったが）の生活費増高に着目して支給されている。
　生活費増嵩要因として具体的に例示されているものとしては、防寒用被服費、防寒防雪用住居費、除雪費、貯蔵用野菜のロスについてである。
　これらの増高要因が、扶養状況に応じ変動することも、金額設定の要素とすべきであることも当然と言える。
一方で水準設定については、制度創設以前に支給されていた臨時勤務地手当等を参考に、生計費等の調査と運動により積み上げられてきたものと考えられるが、定率制としていた関係により戦後～高度成長期にかけての賃金上昇に伴い、手当全体に占める割合が急激に増加していった。
これらの事情から、1968年には半分程度を定額化し、1996年には全額定額化されることとなった。また、1996年の勧告からは、「民間における同種手当の支給状況」が手当水準の決定要素として重要視する方向に転換してきたことも確認しておく必要がある。
なお、２度の引き下げでは、いずれも経過措置を設けることとされたが、1968年見直しにおいては期限の定めがなかったものの、1996年見直しにおいては実質４年間の経過措置とされたことも留意する必要がある。
　
【2004年見直し（改悪）について】
（「2004年人事院報告・勧告の解説」（公務員連絡会）より引用）
１．2003年報告と民間実態調査の実施
　　　寒冷地手当について、人事院は2002年以来問題意識をもち、昨年の民調では、民間における寒冷地手当の支給状況について地域を限って（４級地以上）調査し、公表はされていないが、公務に比べかなり低い結果であったとし、この結果を踏まえ、「支給地域及び支給水準について、民間の支給状況との隔たりがあるとの指摘があることも考慮して、民間における同種手当の支給状況等地域の実情を把握するため、速やかに全国的な調査を実施することとした。
その後、調査結果を踏まえて、必要な検討を行う」と報告していた。この「隔たりがあるとの指摘」は、週刊誌等で行われたキャンペーンであり、当時の塩川財務大臣などからも見直すべきとの見解が示されたことを受けたものであった。
　　
２．寒対協・公務労協の主な動き
　　　全国寒対協は、2013年勧告前の7月30日、「減額ありきを前提とした調査は行わないこと」、「調査の内容・時期等を十分協議し合意に基づき対処すること」を申し入れた。
公務員連絡会も、10月29日の「2004年度賃金・労働条件に関わる基本要求事項の申入れ」で、「寒冷地手当の検討にあたっては、調査結果の取扱いを含め、公務員連絡会及び寒対協などの関係団体と十分交渉・協議し、合意すること」を求め、人事院から「民間調査（10月20日～11月21日）結果を踏まえ、公務員連絡会、寒対協など関係者と話し合って進めていきたい」との回答を引き出した。
　　　12月12日の基本要求に係る回答交渉で人事院は「集計中であるが、来年勧告での、民間準拠を基本とする抜本的な見直しは不可避」としたことから、公務員連絡会は、「『民間準拠を基本とする』との考え方は今までとは違うものだ。まず、寒冷地手当法の趣旨に基づいてどう対応するかの協議を行うべきである」と主張し、96年見直しの経緯（「寒冷地手当をめぐる経緯や職員の生活実態を含めて総合的に勘案」という観点）を踏まえて検討することを求めた。
　　　人事院は2004年1月26日に、寒冷地手当の見直しにあたっての基本方針として、「民間の実態把握等に努めてきたところであるが、同手当をめぐる状況は非常に厳しく、本年夏の勧告において、寒冷地手当制度全体の抜本的な見直しを行うことが不可避」とし、「今回の見直しでは、民間準拠を基本として支給対象地域及び支給額の見直しを行う」との提案を行った。
　　　公務員連絡会は、２月３日、申入書を提出し、十分な交渉・協議を行い、合意することを要請し、人事院は「十分話し合って合意できるよう努めたい」との見解を示したことから、見直しの具体的内容に関する交渉・協議を進めていくこととした。
　　　公務員連絡会は、２月12日に2004春季要求を提出し、同19日に寒冷地手当見直しに関する1回目の人事院交渉を行い、①見直しの理由、②寒冷地手当の趣旨、③寒冷積雪地の生活実態、④民間準拠の考え方、などについて明確な見解を求めたが、人事院が納得できる見解を示さなかったことから、再回答を求めることとした。
　　　公務労協と全国寒対協は、１月末から「寒冷地手当の見直しに関する要請」署名運動を開始し、２月24日～25日には、ブロック別の人事院要請行動に取り組み、地域の実情を訴えた。そして、３月12日には全国から700名が結集し「寒冷地手当要求実現3.12中央集会」を開催、中間集約した112万筆余の署名を人事院勤務条件局長に提出するとともに職員団体審議官交渉を実施した。この交渉で人事院は、「寒冷地手当を支給するとすれば、寒冷積雪地における生計費増嵩に対応するという趣旨の手当であることに変わりはない。民間の支給状況を超えるような個別生活給的手当は納得されない状況になっている」との考えを示した。
　　　３月31日、公務員連絡会・全国寒対協は人事院勤務条件局長交渉を実施した。勤務条件局長は、「１月に提起したとおり、寒冷地手当の見直しに当たっては、民間準拠を基本とし、抜本的な見直しを行うという方針は変えない。４月中には、支給対象地域等の見直しの考え方を提示し、公務員連絡会・寒対協の意見を十分聞きながら作業を進めていきたい」との考えを示した。
これに対し公務員連絡会・全国寒対協は、「民間準拠一辺倒の考えは受け入れられない。話し合いに基づいて進めるべきだ」と強く求め、局長から「民間準拠の原則に基づいて、民間調査結果を踏まえてそれに合わせるとともに、公務の実態を加味するという、基本原則が変わったわけではないし、生計増嵩費やその他の事情も無視するわけではない。４月中旬には指定対象地域の提案をしたいと考えているし、皆さんと話し合って合意が得られるよう努力したい。お互いに納得できる見直しとなるよう十分努力していきたい」との回答を引き出し、「合意に向けて努力する」ことを確認した。
　　　寒冷地手当見直しについて、いよいよ本年勧告に向けた具体的作業が始まることから、４月５日、公務労協と全国寒対協は「寒冷地手当見直し対策委員会」（委員長：山本公務労協事務局長）を設置し、合同で中央・地方での行動に取り組むこととした。具体的には、実施中の要請署名に加えて、地域の民間組合や商店会などを対象にした団体署名や議員要請行動、地域集会、上京団による人事院要請行動に取り組み、要求の実現をめざしていくことにした。
　　　
４月19日の対策委員会との交渉で人事院は、「調査結果がまとまりつつあり、寒冷地手当が支給されている地域にある民調対象事業所のうち、北海道ではほぼ80％、青森では20％台、それ以外の府県は10％台以下の支給率となっている。これを踏まえて、地域指定をどうするかについて、次の通り考えている」として、以下の考えを示した。
	（１）民間事業所の約８割が寒冷地手当を支給している北海道は、公務においても寒冷地手当を支給することが適当である。

	（２）北海道以外で支給対象とする合理的な理由がある地域があるかについて引き続き検討する。

	（３）これらの見直しに伴い、北海道の甲、乙、丙の地域区分や本州の１～５級という地域区分についても抜本的に見直すことになる。

	（４）支給方法については、現在の一括支給から、冬期間毎月支給への変更を含め検討する。


　　これについて対策委員会は、「受け止められる提案ではない」として交渉を打ち切り、４月26日に対策委員会書記長レベル交渉委員と給与局長（４月１日に勤務条件局を給与局に組織再編）の交渉を行い、「寒冷地手当支給地域見直しの再提案を求める申入れ」を提出、「４月19日の支給地域等見直し案を撤回し、わたしたちの要求と交渉経過を踏まえ、誠意ある交渉・協議に基づき、合意し得る見直し案を再提案すること」を迫った。これに対し局長が、「話し合っていくことを否定したわけではなく、今後もお互いに理解しあえるよう、十分協議してまいりたい」と答えたことから、対策委員会は「合意できるよう話し合っていくとの見解が示されたものと受け止める」ことを局長に確認し、今後も交渉を継続することとした。
　　２回目の上京行動は５月17日から19日までの３日間にわたって行われ、６班（17日に東北ブロックＡ：青森、秋田、岩手、同Ｂ：山形、宮城、福島、18日に北海道ブロック、関西ブロック：滋賀、兵庫、岡山、鳥取、島根、19日に中部ブロックＡ：栃木、山梨、新潟、富山、同Ｂ：長野、岐阜、石川、福井）に分かれ、それぞれ、寒冷地手当見直しの検討状況について情勢認識を統一し、今後の取組みに対する意思統一を図った上で、人事院交渉を行った。
　　
６月８日の対策委員会実務クラス交渉で人事院は、以下の検討状況を示した。
	（１）北海道以外の地域については、支給する合理的な理由があるかどうか検討してきたが、「北海道と同等の気象条件」であれば支給することが考えられるのではないかということで検討作業を行っている。

	（２）その検討材料として、市町村の市役所・役場所在地の「メッシュ（地域気象観測）データ」をお示ししたい。これに基づいて検討しているので、来週中には地域名を含め担当課内での検討状況を示したいと考えている。

	（３）支給額をどうするかについては、地域指定の検討が進まないと具体的なものは出しにくいが、すでに支給地域として確定している北海道についての考え方を来週中に出したいと考えている。


　　これに対し対策委員会は、（ア）「北海道と同等の気象条件」ということで平均気温と最深積雪を指定基準としているが、本州には本州特有の気象条件（たとえば積雪量）があり、それを基準に組み込んだ検討を行うこと（イ）メッシュデータそのものが唯一無二の判断材料になるとは思われないので、ほかにデータがないかどうかや誤差の問題を含めて今後議論すること（ウ）公務の仕事の特性と地域の公務員の生活実態に配慮した地域指定のあり方、支給額のあり方を真剣に検討すること、を指摘し、地域名提示に当たってはこれらを踏まえることを要求した。
　　６月15日の実務クラス交渉で人事院は、（ア）本州については、北海道の市町村の平均気温と最深積雪の２つの要素を見て最も寒冷度の低い奥尻町、江差町、椴法華村などと同等以上の寒冷度である気象条件の地域を権衡地域として支給できないかどうかを検討していること、（イ）北海道の支給額については、北海道の地域区分における民間の支給額に準拠することが適当ではないかと考えており、区分ごとの支給額は、おおむね現行支給額の半分ぐらいになること、を明らかにした。
　　これに対し対策委員会は、「前回の要望を踏まえておらず、納得できない」とし、再度、６月８日の要望事項を踏まえて検討することを迫った。また、北海道の支給額について、単純な民間準拠には反対であることを主張した。
　　第３次上京行動は、６月17～18日に行われ、北海道、東北、北陸・中部、西日本の４ブロックごとに100人を超える地域代表が上京し、それぞれ決起集会と人事院交渉、交渉支援行動に取り組んだ。さらに、６月23日から７月１日の間には、県別の人事院交渉を実施し、地域の実情を踏まえた見直しとするよう強く訴えた。
３．最終盤の取組みと局長交渉での決着
　　公務労協・全国寒対協は、７月13日、全国から800名を結集した「寒冷地手当要求実現中央集会」を開催、交渉の到達段階と今後の交渉の重点課題などについて意思統一し、各地域の代表者による給与局長交渉を実施し、中間集約した団体署名8,000枚強を手交した。局長は「各地域からの代表者の意見は、非常に多くの機会を通じて、丁寧に聞いてきた」として、以下のとおり考え方を示した。
　
	（１）本日は、これまでに伺ったご意見、ご要望も踏まえ、北海道以外の地域指定基準についての最終的な考え方を示したい。

	　　次のいずれかを満たす市町村を支給対象とすることとしたい。
　①　北海道の市町村の気象条件を参考にして、平均気温0.0℃（氷点）以下、最深積雪16cm以上の市町村
　②　本州の寒冷積雪地の気象条件を考慮し、北海道全域の平均最深積雪81cm以上の市町村
この基準に該当する市町村をこれから精査する。この基準でも対象外になる地域にとってはいろいろと不満があると思うが、これまでの皆さんからの強い要望の最大公約数について、当方としてぎりぎりの配慮をしたつもりであるので、ぜひ、ご理解いただきたい。

	（２）手当額については、対象地域における民間の支給額に準拠するというのが基本的考え方である。
　①　北海道については、気象条件に基づいて、２ないし３区分に地域区分をすることが適当であり、その地域区分の仕方は合理的で客観的なものでなければいけないと思っており、皆さんの意見を十分聞いて、検討していきたい。その上で、その地域区分に基づいて民間の支給額の集計作業を進め、その額に準拠して支給額を定めることにしたいと考えている。

	　②　本州については、上述の基準に該当する市町村をこれから精査し、その地域の民間の支給額を集計し、その額に準拠して手当額を定める方向で作業中である。
　　　本州地域の地域区分は考えていない。

	　民間の支給額は、対象地域に応じた集計を待たねばならないが、全体の傾向としては、北海道も本州も、既存の各種の民間調査等と同様の傾向で、現行手当額の半分程度になるのではないかと思っている。


　　示された見解に対し対策委員会は、（ア）指定解除となる地域にとっては極めて不満な内容だが、交渉経過を踏まえたものとして受け止めざるを得ないものと考える、（イ）地域区分、支給額については、民間準拠の域を一歩もでておらず極めて不満だ。ぎりぎりまで検討すべきだ、（ウ）十分な激変緩和措置、官署指定も検討してほしい、と要請し、再度の局長交渉で決着を図ることとした。
　　７月23日に給与局長との最終交渉が行われ、局長は以下のとおり、最終的な見解を示した。
	(1) 本州の支給地域
　　本州の該当市町村は資料（＝省略＝）のとおり。なお、基準については、「０度以下、16cm以上」としていたものを「０度以下、15cm以上」とし、「積雪81cm以上」としていたものを「80cm以上」とする。
　　国家公務員が在勤しない地域についても上記基準に適合する地域は指定地域とする。

	(2) 北海道の地域区分
　　３区分を維持するが、現在の区分は、気象データからみると市町村の分布が不整合な部分があるので、平均気温と最深積雪を基準として整理する。

	(3) 手当額
　　各地域の民間の支給額による。現在集計中であるが、扶養家族のある世帯主でおおむね次の程度と見込まれる。
　・北海道の新甲地：13万円強
　・　同　　新乙地：11万円台後半
　・　同　　新丙地：11万円台前半
　・本州　　　　　：９万円弱

	(4) 世帯区分
　・「扶養家族あり世帯主」、「扶養家族なし世帯主」、「その他」の3区分とする。
　・扶養家族は支給対象地域に居住しているものに限る。

	(5) 官署指定
　　官署の所在地が本州の地域指定基準である気象条件に該当する場合について指定する。ただし、近接（１km以内）して居住または支給対象市町村に居住する職員に限る。

	(6) 支給方法
　　一括支給方式を改め、11月から３月までの５カ月間の月割り支給方式に改める。

	(7) 豪雪手当
　　現在対象となっている３級地以下の地域の大半は非支給地となること、民間にもほとんど支給例がないことから廃止する。

	(8) 実施時期
　　本年度からとする。

	(9) 経過措置
　・指定解除となる地域：２年据え置き、３年目４万円、以後３万円刻みで逓減、最大６年間。
　・その他の地域：今年３万円、来年以後２万円刻みで逓減、最大５年間。
　なお、経過期間中に異動した場合については、前回見直しと同様に取り扱うこととし、新たに採用されたり指定地域に異動したりした場合や経過措置を受けている地域から指定地域外へ異動した場合には経過措置を適用しないし、支給額が高い地域に異動した場合には、自分が受けていた経過措置が継続することになる。
　今回は寒冷地手当法を維持する。


４．2004年勧告内容の解説と問題点
　　勧告の内容は、「国家公務員の寒冷地手当に関する法律の改正」として、（ア）支給地域を見直すこと、（イ）一括支給を冬期間の毎月支給に改め、追給・返納措置を廃止すること、（ウ）新たな地域区分・世帯区分に基づいて最高月額26,380円（冬季間の合計額131,900円）の手当を支給することとし、基準額と加算額の区分を廃止すること、（エ）豪雪手当を廃止すること、（オ）実施時期は本年度からとすること、（カ）（ア）及び（カ）に関わる経過措置を講ずること、などである。以下、勧告には明記されていないものの交渉過程で明らかにされたことを含めて見直し内容を解説し、問題点を指摘しておきたい。
　　なお、支給地域や官署指定等は、寒冷地手当支給規則（昭和39年総理府令33号）で行われることから、改めて総理府令改正に向けた人事院勧告が行われる。
（１）地域指定
　　寒冷地手当は「北海道その他寒冷の地域で総務大臣が定めるもの」（国家公務員の寒冷地手当に関する法律（以下、「寒冷地手当法」という。）第１条）に支給される手当であるから、寒冷度が支給の基準となる。
　　法制定以降、手当の名称や算定方法、支給額が見直され、地域についても必要に応じ新たに指定されてきたが、指定解除や級地切下げになったことはないし、特地勤務手当のように基準に基づいた定期的な見直しが行われてきたわけでもない。法制定以来50年以上が経過する中で、級地基準と気象実態が乖離してきたとしても不思議ではない。また、この間、気象観測の集約・無人化が急速に進行するとともに、アメダス（地域気象観測システム：全国に1300カ所）の整備が行われ、１km四方に区切って推計したメッシュデータも公表されるようになってきた。
　　ところで、交渉経過で紹介したように、人事院は「民間準拠が基本」であるとして、昨年秋に実施した民調結果では、寒冷地手当を支給する事業所の割合（第6表参照）が北海道では80.7％となっていたものの、本州では最高の青森でも24.5％にとどまり、支給事業所割合が低かったことから、まず、北海道には支給することを確定し、本州については国民に対して合理的に説明できる理由があれば支給するとの考えを示していた。なお、この民調は、（ア）通信調査であること、（イ）回収率が72.6％にとどまったこと、（ウ）全国展開している企業の寒冷地に所在する事業所の支給割合が示されていないこと、など多くの難点がある。
　　寒冷地手当は、寒冷地に支給される手当であり、寒冷に伴う生計費増嵩を補填するものであるから、寒冷積雪の度合いやそれによる生計費の増嵩が支給の基準とならなければならないことは自明である。そこで問題は、これらの度合いを測る指標として何を採用するかである。この問題について人事院は、公務員賃金全体に適用されるべき「民間準拠」の原則を個別手当に持ち込むことで本州を支給地域から基本的に除外した上で、支給対象となる北海道の気象条件と同等であれば、民間事業所の支給割合が低くても国民の理解を得ることができると判断したものである。支給額についても、人事院はあくまで「民間準拠が基本」との考えにこだわり、当該地域区分における民間事業所の平均支給額に準拠することとし、寒冷生計増嵩費は支給にあたって考慮すべき事項から外されることになった。この点、人事院は、法制定当時は基本賃金水準も低く、暖房に要する費用等を個別手当で措置する必要性が高かったが、昨今は賃金水準も高まり、収入全体の中でやりくりが可能になっており、寒冷生計増嵩費を個別の手当ですべてまかなう必要性はなくなっているし、そのようなあり方は国民の理解を得られないとの説明を行っている。
　さて、北海道と同等の気象条件の問題である。
　　人事院は、先に紹介した気象庁のメッシュデータのうち、最新版である「メッシュ気候値2000」の冬季（12月～３月）の市役所・町村役場所在地メッシュの「月の最低平均気温」と「最深積雪」が寒冷度を測る指標として最も適切であるとして、本州でも北海道の市町村のうち、最も寒冷度が小さい市町村の数値以上であれば、支給することにしたものである。
　勧告本文には記載されていないが、まず、結論を確認しておくと以下のとおりとなった。
	　○１級地：平均気温－7.0℃以下または最深積雪150cm以上の北海道の市町村
　○２級地：１級地及び２級地以外の北海道の市町村
　○３級地：平均気温－3.9℃以上かつ最深積雪65cm以下の北海道の市町村
　○４級地：下記のいずれかを満たす本州の市町村
　　①　北海道の市町村の気象条件を参考にした平均気温0.0℃（氷点）以下かつ最深積雪15cm以上の市町村
　　②　本州の寒冷積雪地の気象条件を考慮し、北海道全域の平均最深積雪に相当する80cm以上の市町村


　　従前は、最も寒冷度が高い地域を５級地とし１級地までの５区分とし、全域が５級地である北海道は甲、乙、丙の３区分に分け、事実上８区分になっていたものを、今回見直しでは、最も寒冷度が高い地域を１級地として４級地までの４区分に簡素化したものである。これにより、５級地から１級地の５区分に分かれていた本州は、単一区分の新４級地のみが適用されることとなり、指定解除と区分切下げ、さらに支給額の大幅引下げという極めて厳しい見直し内容となった。
　　当初人事院は、本州に適用する基準について、平均気温と最深積雪の両面で縛りをかけ、メッシュデータを機械的に適用した指定基準を提案していた。これに対しわれわれが、①メッシュデータは推計値であり、原理的に誤差を含むものであり、地形によっては相当の誤差を生じかねないこと、②役所・役場所在地のデータをもって地域を代表させることには無理があること、③本州の場合、積雪が多いという特性があり、それによる生計増嵩費等生活の困難性があること、などを主張した結果、上記の結論に落ち着いたものである。
国家公務員（国有林野・郵政公社・独立行政法人等を除く）が在職する地域をこの基準に当てはめたものが第1表である。なお、地域指定は基準に基づく全市町村について行われている。
　　
第1表　地域区分（１～３級地は北海道）
	
	市　　町　　村　　名　　（職員の在勤する市町村のみ）

	１級地
	旭川市、帯広市、北見市、夕張市、芦別市、士別市、名寄市、滝川市、砂川市、深川市、富良野市、倶知安町、共和町、新十津川町、妹背牛町、東神楽町、上川町、東川町、南富良野町、朝日町、美深町、浜頓別町、女満別町、美幌町、置戸町、遠軽町、上湧別町、興部町、雄武町、厚真町、日高町、平取町、音更町、上士幌町、清水町、中札内村、幕別町、池田町、本別町、足寄町、浦幌町、標茶町、弟子屈町、阿寒町

	２級地
	札幌市、小樽市、釧路市、岩見沢市、網走市、留萌市、苫小牧市、稚内市、美唄市、江別市、紋別市、三笠市、根室市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、八雲町、今金町、寿都町、黒松内町、岩内町、余市町、栗山町、月形町、羽幌町、天塩町、枝幸町、礼文町、利尻富士町、斜里町、門別町、新得町、広尾町、厚岸町、中標津町、標津町、羅臼町

	３級地
	函館市、室蘭市、登別市、伊達市、松前町、上磯町、森町、江差町、奥尻町、瀬棚町、北檜山町、虻田町、静内町、浦河町

	４級地
	＜青森県＞　青森市、弘前市、八戸市、黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市、平内町、鰺ヶ沢町、木造町、深浦町、西目屋村、藤崎町、野辺地町、十和田湖町、六ヶ所村、三戸町

	
	＜岩手県＞　盛岡市、水沢市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、二戸市、雫石町、岩手町、西根町、滝沢村、玉山村、紫波町、矢巾町、東和町、湯田町、胆沢町、千厩町、一戸町

	
	＜宮城県＞　古川市、七ヶ宿町、川崎町、大和町、加美町、鳴子町、築館町、一迫町

	
	＜秋田県＞　秋田市、能代市、横手市、大館市、湯沢市、大曲市、鹿角市、鷹巣町、森吉町、二ツ井町、藤里町、五城目町、昭和町、大潟村、雄和町、角館町、田沢湖町、十文字町

	
	＜山形県＞　山形市、米沢市、新庄市、寒河江市、村山市、長井市、東根市、尾花沢市、南陽市、西川町、大石田町、大蔵村、鮭川村、川西町、小国町、飯豊町、朝日村

	
	＜福島県＞　会津若松市、喜多方市、天栄村、田島町、北会津村、北塩原村、塩川町、会津坂下町、矢吹町、棚倉町、石川町、玉川村、三春町

	
	＜栃木県＞　日光市、足尾町、栗山村、藤原町、塩原町

	
	＜群馬県＞　沼田市、中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、利根村、片品村、水上町、新治村

	
	＜新潟県＞　長岡市、新発田市、小千谷市、十日町市、見附市、栃尾市、新井市、上越市、津川町、越路町、堀之内町、小出町、湯之谷村、湯沢町、六日町、津南町、安塚町、妙高高原町、板倉町、山北町

	
	＜富山県＞　大山町、宇奈月町

	
	＜石川県＞　尾口村、白峰村

	
	＜福井県＞　大野市、勝山市、和泉村、今庄町

	
	＜山梨県＞　富士吉田町、大和村

	
	＜長野県＞　長野市、松本市、上田市、岡谷市、諏訪市、須坂市、小諸市、伊那市、駒ヶ根市、中野市、大町市、飯山市、茅野市、塩尻市、佐久市、千曲市、東御市、小海町、軽井沢町、丸子町、真田町、富士見町、高遠町、箕輪町、飯島町、中川村、長谷村、大鹿村、木曽福島町、上松町、日義村、豊科町、穂高町、安曇村、白馬村、山ノ内町、信州新町、戸隠村

	
	＜岐阜県＞　高山市、飛騨市、藤橋村、清見村、上宝村

	
	＜和歌山県＞　高野町

	
	＜鳥取県＞　日野町

	
	＜島根県＞　頓原町


	
	＜岡山県＞　上齋原村

	
	総務大臣が定める官署


　　また、支給地域以外に所在する官署であっても、当該官署の属するメッシュデータが本州の地域指定基準に該当する場合には、在勤する職員のうち支給地域、または近接した区域（１km以内）に居住している職員に支給するものとされている。
　　在勤官署のみならず、職員の居住地を限定していることについて人事院は、（ア）地域指定については役所・役場所在地のメッシュデータを取ることで勤務と生活の両面を見ていること（イ）手当の趣旨が寒冷生計増嵩費の補填であること（ウ）１kmとしたのは、官署が属するメッシュ区分とすることも考えられたが、メッシュの頂点（角）近くに官署が所在することもあることを考慮し、官署を中心とした１kmとしたこと、を理由にあげている。
　　これにより、支給地域は本州で1,119市町村から535市町村へ52.2％の減、北海道は全地域で引き続き支給されるが、北海道を含めた全国では1,331市町村から747市町村へ43.9％の減となる（第３部参考資料第26表参照）。なお、北海道では１級地（旧甲地）が120市町村から111市町村へ減少し、２級地（旧乙地）が69市町村から75市町村へ、３級地（旧丙地）が23市町村から26市町村に増加しているが、入れ替わりを含めた結果であり、相当の地域で地域区分が変更されている。
　　また、支給対象者数を見ると、以下の第２表のとおりとなっており、47.0％の減という厳しい結果であった。
第２表　寒冷地手当の区分別受給者数
	地域区分
	見直し前
	見直し後

	北海道
	
	人
	人

	
	１級地（旧甲地）
	 6,824
	 3,576

	
	２級地（旧乙地）
	10,106
	12,526

	
	３級地（旧丙地）
	 1,841
	 2,669

	４級地
	45,951
	15,508

	計
	64,722
	34,279


（注）2004年４月１日現在の推計値であり、今後の官署指定は含まない。
（２）世帯区分の変更と支給額及び豪雪手当の廃止等
　　人事院は、勧告に至る交渉の過程でも「民間準拠」に拘泥していたが、勧告でも「各地域の民間事業所における同種手当の支給額に準拠した額とする」と明確に言い切り、あわせて「基準額と加算額の区分を廃止」した。加算額は北海道の石炭手当、本州４・５級地の薪炭手当に由来するものであり、燃料費の実費補填的な意味合いから、これまでは較差外とされてきたものである。区分が廃止されることとなれば、寒冷地手当全体が較差内の扱いになり、見直しによる原資の縮小があるものの加算額の分（原資としては349円）は公務の比較給与を押し上げることとなり、問題なしとしないものである。
また、世帯区分についても見直し、従前の４区分（世帯主扶養３人以上、世帯主扶養２人または１人、世帯主、その他）から、３区分（世帯主扶養あり、世帯主扶養なし、その他）に簡素化をはかっている。
また、扶養家族は寒冷地手当支給地域に居住するものについて認定することとされている。
　　具体的な支給額は、これらの見直しと、昨年秋に実施した民調結果（第6表参照）を踏まえて、第３表のとおりとしている。
　　この結果、「約４割の引き下げになる」と人事院は説明しているが、現受給者の平均受給額や見直し後の世帯区分別受給者数を公表していないので詳細は不明である。指定解除地域で最高180,200円（本州５級地世帯主有扶３人以上で解除の場合）の減額、北海道で最高113,400円（甲地から２級地に指定替えの世帯主有扶３人以上の場合）の減額となり230,200円から半減するなど、大幅な見直しであることは間違いない。なお、本州の３級地以下が指定地域とされた場合には、世帯主有扶１、２人以下の世帯で増額改定となる。
第３表　寒冷地手当の地域・世帯区分別支給額
	寒冷地の区分
	世帯主等の区分
	寒冷地手当
の　月　額
	合　計　額
（５カ月分）

	北海道
	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く）
	円
26,380
	円
131,900

	
	
	
	その他の職員
	14,580
	 72,900

	
	
	その他の職員
	10,340
	 51,700

	
	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く）
	23,360
	116,800

	
	
	
	その他の職員
	13,060
	 65,300

	
	
	その他の職員
	 8,800
	 44,000

	
	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く）
	22,540
	112,700

	
	
	
	その他の職員
	12,860
	 64,300

	
	
	その他の職員
	 8,600
	 43,000

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く）
	17,800
	 89,000

	
	
	その他の職員
	10,200
	 51,000

	
	その他の職員
	 7,360
	 36,800


　　なお、勧告と民調による平均支給額との関係は第4表のとおりであり、民間の支給額を四捨五入し100円単位で準拠させたことが明らかである。
　　勧告では、豪雪手当を廃止することとし、その理由について人事院は、交渉経過の中で、支給対象となる本州の１～３級地が今回の見直しでほとんど指定地域ではなくなったことをあげていた。この手当は、先にも紹介したように豪雪地域と豪雪期間について、人事院の勧告に基づき内閣総理大臣が告示することで適用するという、敷居が高い仕組みであったことから、1964年の創設以来一度も適用がなく、画餅に帰していたものであり、これまで放置してきた人事院の責任は重いと言わざるを得ない。適用対象がなくなったから廃止するという説明も空々しく響くものである。
第４表　寒冷地手当の支給額と民調結果
	
	世　帯　区　分
	支　　給　　額

	
	公　務　員
	民間従業員
	公　務　員
	民間従業員

	１級地
	世帯主扶養あり
世帯主
その他
	世帯主配偶者・子２人
準世帯主
非世帯主
	131,900円
72,900　
51,700　
	131,864円
72,918　
51,657　

	２級地
	世帯主扶養あり
世帯主
その他
	世帯主配偶者・子２人
準世帯主
非世帯主
	116,800　
65,300　
44,000　
	116,828　
65,288　
44,004　

	３級地
	世帯主扶養あり
世帯主
その他
	世帯主配偶者・子２人
準世帯主
非世帯主
	112,700　
64,300　
43,000　
	112,689　
64,330　
43,004　

	４級地
	世帯主扶養あり
世帯主
その他
	世帯主配偶者・子２人
準世帯主
非世帯主
	89,000　
51,000　
36,800　
	88,984　
50,837　
36,817　


（注）民間従業員の「準世帯主」は独立生計を営んでいる独身者、「非世帯主」は親元居住者で扶養親族のいない独身者をいう。
（３）支給方法の変更と追給・返納制度の廃止
　　支給方法について、人事院は、96年見直しの際にも毎月支給に改める提案を行ってきたが、総原資に関わる話ではないし、われわれが秋のうちに暖房器具や灯油等をまとめて用意する必要性があることから一括支給を維持すべきだと要求したことを踏まえて、８月31日支給を10月31日支給に遅らせたものの、一括支給方式は変更しなかった。
　　この点、今回は寒冷地手当が公務員給与バッシングの具体的なターゲットとされたこともあり、毎月支給に変えている。家計によっては冬に備える費用を事前に用意する必要が出てくるなど、賃金が上がらない厳しい状況の中で寒冷地の公務員労働者に負担をしわ寄せするものである。
　　毎月支給になることから、従前の追給・返納制度は必要がなくなり、廃止されることとなった。なお、支給要件具備や異動等に伴う支給額の変更等は、具体的な説明はないが、他の月ごとに支給される手当と同様の扱いになると見込まれる。
（４）経過措置
　　交渉の過程で、以下の経過措置を設けることが明らかにされている。
	①　指定解除となる地域：２年間据え置き、３年目４万円、以後３万円刻みで逓減、最大６年間。
②　その他の地域：本年３万円、来年以後２万円刻みで逓減、最大５年間。


　この点、96年見直しでは、指定地域の解除はなく、支給額の引下げが行われ、全体では２割減であったが、共働きの高齢層では大幅な減額になることから、３万円以上の引下げとなるものについて、１年目３万円、２年目５万円、３年目７万円、４年目９万円を逓減する経過措置がとられていた。
　今回とられることとなる経過措置は以下の通りとなる。
第５表　経過措置
	
	2004年
(1年)
	2005年
(2年)
	2006年
(3年)
	2007年
(4年)
	2008年
(5年)
	2009年
(6年)

	北海道
	○級地変更の場合
・甲地有扶３人→２級地
　　230,200円→116,800円
	200,200
	180,200
	160,200
	140,200
	120,200
	116,800

	
	・甲地有扶１、２人→２級地
　　203,200円→116,800円
	173,000
	153,000
	133,000
	116,800
	
	

	
	・甲地世帯主→２級地
　　127,200円→ 65,300円
	 97,200
	 77,200
	 65,300
	
	
	

	
	・甲地その他→２級地
　　 81,400円→ 44,000円
	51,400
	44,000
	
	
	
	

	
	・乙地有扶３人→３級地
　　215,300円→112,700円
	185,300
	165,300
	145,300
	125,300
	112,700
	

	
	・乙地有扶１、２人→３級地
　　188,100円→112,700円
	158,100
	138,100
	118,100
	112,700
	
	

	
	・乙地世帯主→３級地
　　117,300円→ 64,300円
	 87,300
	 67,300
	 64,300
	
	
	

	
	・乙地その他→３級地
　　76,400円→43,000円
	46,400
	43,000
	
	
	
	

	
	○級地変更なしの場合
・１級地(甲地)有扶３人
　　230,200円→ 131,900円
	200,200
	180,200
	160,200
	140,200
	131,900
	

	
	・１級地(甲地)有扶１、２人
　　203,000円→ 131,900円
	173,000
	153,000
	133,000
	131,900
	
	

	
	・１級地(甲地)世帯主
　　127,200円→ 72,900円
	 97,200
	77,200
	72,900
	
	
	

	
	・１級地(甲地)その他
　　 81,400円→ 51,700円
	51,700
	
	
	
	
	

	
	・２級地(乙地)有扶３人
　　215,300円→ 116,800円
	185,300
	165,300
	145,300
	125,300
	116,800
	

	
	・２級地(乙地)有扶１、２人
　　188,100円→ 116,800円
	158,100
	138,100
	118,100
	 116,800
	
	

	
	・２級地(乙地)世帯主
　　117,300円→ 65,300円
	87,300
	 67,300
	 65,300
	
	
	

	
	・２級地(乙地)その他
　　 76,400円→ 44,000円
	46,400
	44,000
	
	
	
	

	
	・３級地(丙地)有扶３人
　　202,300円→ 112,700円
	172,300
	152,300
	132,300
	112,700
	
	

	
	・３級地(丙地)有扶１、２人
　　175,100円→ 112,700円
	145,100
	125,100
	112,700
	
	
	

	
	・３級地(丙地)世帯主
　　108,600円→ 64,300円
	 78,600
	 64,300
	
	
	
	

	
	・３級地(丙地)その他
　　 72,100円→ 43,000円
	 43,000
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	本　州
	○指定維持の場合
・５級地有扶３人
　　180,200円→ 89,000円
	150,200
	130,200
	110,200
	 90,200
	 89,000
	

	
	・５級地有扶１、２人
　　153,000円→ 89,000円
	123,000
	103,000
	 89,000
	
	
	

	
	・５級地世帯主
　　 93,900円→ 51,000円
	 63,900
	 51,000
	
	
	
	

	
	・５級地その他
　　 64,700円→ 36,800円
	 36,800
	
	
	
	
	

	
	・４級地有扶３人
　　137,800円→ 89,000円
	107,800
	 89,000
	
	
	
	

	
	・４級地有扶１、２人
　　116,200円→ 89,000円
	 89,000
	
	
	
	
	

	
	・４級地世帯主
　　 70,500円→ 51,000円
	 51,000
	
	
	
	
	

	
	・４級地その他
　　 48,500円→ 36,800円
	 36,800
	
	
	
	
	

	
	・３級地有扶３人
　　 97,800円→ 89,000円
	 89,000
	
	
	
	
	

	
	※旧３級地有扶１、２人以下が指定された場合は増額となる。
	
	
	
	
	
	

	
	○指定解除の場合
・５級地有扶３人
　　180,200円
	180,200
	180,200
	140,200
	110,200
	 80,200
	 50,200

	
	・５級地有扶１、２人
　　153,000円
	153,000
	153,000
	113,000
	 83,000
	 53,000
	 23,000

	
	・５級地世帯主
　　 93,900円
	 93,900
	 93,900
	 53,900
	 23,900
	
	

	
	・５級地その他
　　 64,700円
	 64,700
	 64,700
	 24,700
	
	
	

	
	・４級地有扶３人
　　137,800円
	137,800
	137,800
	 97,800
	 67,800
	 37,800
	  7,800

	
	・４級地有扶１、２人
　　116,200円
	116,200
	116,200
	 76,200
	 46,200
	 16,200
	

	
	・４級地世帯主
　　 70,500円
	 70,500
	 70,500
	 30,500
	    500
	
	

	
	・４級地その他
　　 48,500円
	 48,500
	 48,500
	  8,500
	
	
	

	
	・３級地有扶３人
　　 97,800円
	 97,800
	 97,800
	 57,800
	 27,800
	
	

	
	・３級地有扶１、２人
　　 81,500円
	 81,500
	 81,500
	 41,500
	 11,500
	
	

	
	・３級地世帯主
　　 49,100円
	 49,100
	 49,100
	  9,100
	
	
	

	
	・３級地その他
　　 34,200円
	 34,200
	 34,200
	
	
	
	

	
	・２級地有扶３人
　　 67,500円
	 67,500
	 67,500
	 27,500
	
	
	

	
	・２級地有扶１、２人
　　 56,300円
	 56,300
	 56,300
	 16,300
	
	
	

	
	※２級地世帯主以下の場合は２年間だけ現行支給額が支給される。
	
	
	
	
	
	


　　経過期間中に異動した場合については、「前回見直しと同様に取扱うこと」とされ、新たに採用されたり指定地域に異動した場合や経過措置を受けている地域から指定地域外へ異動した場合には経過措置を適用しないし、支給額が高い地域に異動した場合には自分が受けていた経過措置が継続すること、が交渉過程で人事院の考え方として示されている。しかし、前回の見直しは、支給額を引き下げるものに止まっていたが、今回見直しは指定解除を含み、そのこととの関わりで解除地域については経過措置として据え置き期間が設けられていることなどから、前回と同様の取扱いとすることには問題がある。同一官署に勤めながら、最高180,200円の支給を受けるものと受けないものが生じ、著しく公平感に欠けることになるからである。また、10月31日以前に異動したものには経過措置が適用され、11月１日では全く適用されないというのではあまりにも杓子定規である。前回見直しは、勧告の翌年から実施されたのに対し、今回は当年度の実施であることも考慮しなければならない。
　　
（５）実施時期
　　実施時期については、「本年実施することはあまりに拙速であり来年以降とすべきである」と要求してきたが、人事院は骨太方針2004で「地域における国家公務員給与の在り方についての検討を行い早急に具体的措置を取りまとめる」ことが政府から要請されたことを受けて、その第一弾として寒冷地手当を大幅に見直したことをアピールするため、本年から実施することにしたものである。
　　これにより、結果的に寒冷地手当の引下げ分（支給地域の初年度経過措置としての３万円減額分、原資として△246円）が４月時点における寒冷地手当見直し前の官民逆較差△207円、△0.05％を埋めることになったことに留意しておきたい。
（６）その他の課題
　　96年見直しでは、職員が基準日に長期海外出張等で本邦外にある場合について、他の手当の取扱いとの均衡や寒冷地における留守家族の生活実態などを考慮して、支給対象とする改正が行われたが、公務員連絡会が求めてきた、寒冷地以外への単身赴任者について留守家族が寒冷地に居住している場合には寒冷地手当を支給することについては見送られていた。この課題について、われわれは今回の改正で措置するよう求めたが、人事院は逆に寒冷地に居住していない留守家族は扶養親族として認定しないこととし、支給要件を厳しくする見直しを勧告した。
第５表　公務員の寒冷地手当の支給状況
(平成16年国家公務員給与等実態調査)
	項　　目
支給地域の区分　　　世帯等の区分
	寒冷地手当の額
	受給者数

	
	基　準　額
	加　算　額
	支　給　額
	

	５　　　　　級　　　　　地
	北　　　海　　　道
	甲地
	世帯主である職員
	
	円
	円
	円
	人

	
	
	
	
	扶養親族３人以上
	163,700
	66,500
	230,200
	6,824

	
	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	66,500
	203,000
	

	
	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	44,300
	127,200
	

	
	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	22,200
	81,400
	

	
	
	乙地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	163,700
	51,600
	215,300
	10,106

	
	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	51,600
	188,100
	

	
	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	34,400
	117,300
	

	
	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	17,200
	76,400
	

	
	
	丙地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	163,700
	38,600
	202,300
	1,841

	
	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	38,600
	175,100
	

	
	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	25,700
	108,600
	

	
	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	12,900
	72,100
	

	
	北海道以外
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	163,700
	16,500
	180,200
	10,432

	
	
	
	扶養親族１、２人
	136,500
	16,500
	153,000
	

	
	
	
	扶養親族なし
	82,900
	11,000
	93,900
	

	
	
	そ　の　他　の　職　員
	59,200
	5,500
	64,700
	

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	129,600
	8,200
	137,800
	9,443

	
	
	扶養親族１、２人
	108,000
	8,200
	116,200
	

	
	
	扶養親族なし
	65,000
	5,500
	70,500
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	45,800
	2,700
	48,500
	

	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	97,800
	
	97,800
	15,681

	
	
	扶養親族１、２人
	81,500
	
	81,500
	

	
	
	扶養親族なし
	49,100
	
	49,100
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	34,200
	
	34,200
	

	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	67,500
	
	67,500
	2,089

	
	
	扶養親族１、２人
	56,300
	
	56,300
	

	
	
	扶養親族なし
	33,600
	
	33,600
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	23,300
	
	23,300
	

	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族３人以上
	39,600
	
	39,600
	8,306

	
	
	扶養親族１、２人
	33,000
	
	33,000
	

	
	
	扶養親族なし
	19,800
	
	19,800
	

	
	そ　の　他　の　職　員
	14,200
	
	14,200
	

	
	
	
	
	(合　　計)
	64,722


第６表　民間における寒冷地手当等の支給状況
調査の概要
　１　国家公務員の寒冷地手当支給対象地域に属する7,574事業所に対して、平成15年10月１日時点における寒冷地手当に相当するものについて調査することを目的として、通信調査を実施。
　２　調査対象事業所数　7,574事業所
　　　回答事業所数　5,498事業所（回収率72.6％）
(1) 寒冷地手当等を支給する事業所の割合（道府県別）
	北海道
	青森
	岩手
	宮城
	秋田
	山形
	福島
	茨城

	80.7％
	24.5％
	18.0％
	19.1％
	10.6％
	7.8％
	8.5％
	20.0％

	栃木
	群馬
	埼玉
	新潟
	富山
	石川
	福井
	山梨

	6.0％
	5.6％
	0.0％
	7.6％
	8.8％
	9.2％
	11.2％
	6.3％

	長野
	岐阜
	静岡
	愛知
	三重
	滋賀
	京都
	兵庫

	9.6％
	8.1％
	0.0％
	3.8％
	2.9％
	3.1％
	7.1％
	1.6％

	和歌山
	鳥取
	島根
	岡山
	広島
	山口
	
	

	0.0％
	6.4％
	6.7％
	1.9％
	0.0％
	0.0％
	
	


(2) 支給区分別、世帯等別平均支給額
	支給区分
	配偶者・子２人の世帯主
	準世帯主
	非世帯主

	
	事業所数
	支給額（円）
	事業所数
	支給額（円）
	事業所数
	支給額（円）

	１級地
	139
	131,864
	138
	72,918
	131
	51,657

	２級地
	451
	116,828
	449
	65,288
	419
	44,040

	３級地
	76
	112,689
	75
	65,330
	68
	43,004

	４級地
	187
	88,984
	182
	50,837
	176
	36,817


　　(注)１　支給区分は、新たな支給区分に応じて整理したものであり、これらの区分の地域に所在する民間事業所について集計したものである。
　　　　２　準世帯主とは、独立生計を営んでいる独身者、非世帯主とは親元居住者で扶養親族のない独身者をいう。
(3) 豪雪等の特定の事情が生じた場合に給付がある事業所
	支給あり

	２


第７表　寒冷地手当の見直しの状況
(1) 寒冷地の区分及び支給額等
	寒冷地
の区分
	世帯等の区分
	寒冷地手当の
月　　　　額
(円)
	(参考)
支給期間で
ある11月から
翌年３月まで
の合計額
(円)
	手当受給者数
(人)

	北　　　　海　　　　道
	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	26,380
	131,900
	3,576

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	14,580
	72,900
	

	
	
	その他の職員
	10,340
	51,700
	

	
	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	23,360
	116,800
	12,526

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	13,060
	65,300
	

	
	
	その他の職員
	8,800
	44,000
	

	
	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	22,540
	112,700
	2,669

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	12,860
	64,300
	

	
	
	その他の職員
	8,600
	43,000
	

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	17,800
	89,000
	15,508

	
	
	その他の世帯主である職員
	10,200
	51,000
	

	
	その他の職員
	7,360
	36,800
	

	
	
	
	（合　　計）
	34,279


(注)１　寒冷地の区分及び支給額の改定に伴い、所要の経過措置を講ずるものとする。
　　２　手当受給者数は、平成16年国家公務員給与等実態調査結果に基づいて区分ごとに整理したものである。
(2) 支給地域（市町村数）
	
	改　　定　　前
	改　　定　　後

	北海道
	212
（甲地：120　乙地：69　丙地：23）
	212
（１級地：111　２級地：75　３級地：26）

	本　州
	1,119
	535（▲52.2％）

	全国計
	1,331
	747（▲43.9％）


（2004年人事院勧告より抜粋）
Ⅰ　給与に関する報告と勧告、公務員人事管理についての報告
イ　寒冷地手当
　　　寒冷地手当については、支給地域及び支給額について、民間における同種手当の支給状況を把握するため全国的な調査を実施し、その調査結果を踏まえて、民間準拠を基本に、関係者の意見を聴取しつつ検討を行った結果、以下のような制度全般にわたる見直しを行うこととした。
　　　支給地域については、民間事業所における支給状況を考慮し北海道を支給地域とし、併せて、気温及び積雪量が北海道とほぼ同程度である本州の一部地域も支給地域とするよう整理することとする。これにより、支給地域に在勤する職員数は、見直し前のおおむね半数程度となる。
　　　支給地域以外に所在する官署であっても、気温及び積雪量が北海道とほぼ同程度であると認められる場合においては、在勤する職員のうち支給地域又は当該官署に近接した区域に居住しているものに対して、寒冷地手当を支給することとする。
　　　支給額については、各地域の民間事業所における同種手当の支給額に準拠した額とすることとする。また、民間事業所における支給の実情等を考慮し、基準額と加算額との区分を廃止することとする。なお、世帯主である職員に対する手当額について、単身赴任者の扶養親族が寒冷地以外に居住している場合には、調整を図ることとする。これらの結果、支給額は、約４割の引下げとなる。
　　　支給方法については、基準日における一括支給から、11月から翌年３月までの冬期間中における月額制に改め、これに伴い、追給・返納制度は廃止することとする。
　　　豪雪手当は、対象となる地域のほとんどが支給地域から除外されること等を考慮して、廃止することとする。
　　　これらの改定は、本年度に支給する寒冷地手当から実施することとする。また、これらの改定に伴い、寒冷地手当を受けている職員については、所要の経過措置を講ずることとする。
勧　　　告
　次の事項を実現するため、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）、国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和24年法律第200号）、一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65号）及び一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125号）を改正することを勧告する。
　１、３、４～略～
　２　国家公務員の寒冷地手当に関する法律の改正
(1) 支給の対象となる職員について、北海道及び北海道以外の寒冷の地域で別記第３の表に掲げるものに在勤する職員並びに寒冷及び積雪の度を考慮して当該地域との権衡上必要があると認められるものとして総務大臣が定める官署に在勤する職員で当該地域又は総務大臣が定める区域に居住するものとすること。
(2) 支給方法について、支給日にその支給日に係る年度の寒冷地手当を支給することとされているものを、11月から翌年３月までの各月について支給するものとすること。
　　なお、これに伴い、寒冷地手当を追給し、又は返納させる措置は、廃止すること。
(3) 支給月額について、寒冷地（(1)の地域及び官署をいう。以下同じ。）の区分及び職員の世帯等の区分に応じ、次の表に掲げる額（一般職の職員の給与に関する法律附則第７項の規定の適用を受ける職員にあっては、その額からその半額を減じた額）とし、基準額と基準額に加算される額との別を廃止すること。
	寒冷地
の区分
	世　帯　等　の　区　分

	
	世帯主である職員
	その他の職員

	
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの（寒冷地に居住する扶養親族のある職員との権衡を考慮して総務大臣が定める職員を除く。）及びこれに相当するものとして総務大臣が定める職員を除く。）
	その他の世帯主である職員
	

	１級地
	26,380円
	14,580円
	10,340円

	２級地
	23,360円
	13,060円
	 8,800円

	３級地
	22,540円
	12,860円
	 8,600円

	４級地
	17,800円
	10,200円
	 7,360円


また、寒冷地の区分は、別記第３の表のとおりとすること。
(4) 豪雪に係る寒冷地手当は、廃止すること。
(5) (1)から(4)までの改定は、平成16年度以降に支給する寒冷地手当について実施すること。また、(1)及び(3)の改定に伴い、所要の経過措置を講ずること。
５　改定の実施時期
１から４までの改定は、この勧告を実施するための法律の公布の日から実施すること。
Ⅱ　給与勧告についての説明
平成16年８月６日
人事院
 Ⅰ　本年の給与勧告の概要 
	～　月例給、ボーナスともに水準改定なし（６年振りに前年水準を維持）
＜月例給＞
　　以下の事情等を総合的に勘案して、月例給の水準改定を見送ります。
　　・官民較差（0.01％）が極めて小さく、俸給表の改定が困難
　　・諸手当についても民間の支給状況とおおむね均衡
＜国立大学法人化等に伴う給与法等の規定の整備＞
　○　教育職俸給表
　　・教育職（一）は、１級を削除して、４級構成の俸給表とします。
　　・教育職（二）及び教育職（三）は、廃止します。
　　・教育職（四）は、名称を教育職（二）とし、４級、５級を削除して、３級構成の俸給表とします。
　○　指定職俸給表
　　　指定職12号俸は、削除します。なお、任期付研究員及び特定任期付職員の俸給月額の上限を指定職11号俸相当額に変更します。
　○　研究員調整手当、ハワイ観測所勤務手当、義務教育等教員特別手当
　　　廃止等の所要の改定を行います。
＜寒冷地手当＞
　　地域の公務員給与の見直しの一環として、民間準拠を基本に、支給地域、支給額など制度全般にわたって抜本的な見直しを行います。
　○　支給地域　北海道及び北海道と同程度の気象条件が認められる本州の市町村に限定
　○　支給額　民間事業所における支給実態に合わせて、支給額を約４割引下げ（最高支給額　年額230,200円→131,900円）
　○　支給方法　一括支給から月額制（11月から翌年３月までの５箇月間）に変更
　○　実施時期等　本年の寒冷地手当（現行10月末日一括支給）から実施。実施に当たっては所要の経過措置


１　官民給与の較差等
　～略～
 ２　本年の給与改定の考え方 
　～略～
寒冷地手当について、民間準拠を基本に、支給地域、支給額など制度全般にわたる見直しを行うこととしました。
３　給与改定の内容 
　(1) 国立大学法人化等に伴う改定
　～略～
　(2) 寒冷地手当
　　　支給地域及び支給額について、民間における同種手当の支給状況を把握するため実施した全国的な調査の結果を踏まえて、民間準拠を基本に、関係者の意見を聴取しつつ検討を行った結果、制度全般にわたる見直しを行うこととしました。
　　　支給地域については、民間事業所における支給状況を考慮し北海道を支給地域とし、併せて、気温及び積雪量が北海道とほぼ同程度である本州の一部地域も支給地域としました。これにより、支給地域に在勤する職員数は、見直し前のおおむね半数程度となります。
支給地域（市町村数）
	
	改　定　前
	改　定　後

	北海道
	212
	212

	本　州
	1,119
	535（△52.2％）

	全国計
	1,331
	747（△43.9％）


　　　支給地域以外の官署でも、気温及び積雪量が北海道とほぼ同程度と認められる場合には、在勤する職員のうち一定の者に対して、寒冷地手当を支給することとしました。
　　　支給額については、各地域の民間事業所における支給額に準拠した額としました。また、基準額と加算額との区分を廃止することとしました。なお、世帯主である職員に対する手当額について、単身赴任者の扶養親族が寒冷地以外に居住している場合には調整することとします。これらの結果、支給額は、約４割の引下げとなります。
　　　支給方法については、基準日における一括支給から、冬期間中における月額制に改め、追給・返納制度は廃止することとしました。
　　　これらの改定は、本年度に支給する寒冷地手当から実施することとしました。
寒冷地の区分及び支給額
	寒冷地の区分
	世帯等の区分
	寒冷地手当の月額

	北　　海　　道
	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	円
26,380

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	14,580

	
	
	その他の職員
	10,340

	
	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	23,360

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	13,060

	
	
	その他の職員
	8,800

	
	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	22,540

	
	
	
	その他の世帯主である職員
	12,860

	
	
	その他の職員
	8,600

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないもの等を除く。）
	17,800

	
	
	その他の世帯主である職員
	10,200

	
	その他の職員
	7,360


４　改定の実施時期 
　～略～
５　その他の課題 
　～略～
